
次世代林業基盤づくり交付金

【平成29年度概算決定額７，００９，５７１（６,１４０,６３３）千円】

事業のポイント
需要に応じた低コストで効率的な木材の生産・供給、木材利用の拡大を実

現するため、ＣＬＴ等を活用した木造公共建築物の整備等により需要拡大を
図るとともに、木材加工流通施設、苗木生産施設等の整備、間伐材生産・路
網整備などを総合的に支援します。

＜背景／課題＞

・戦後造林した人工林が本格的な利用期を迎える中、豊富な森林資源を循環利用
しつつ、森林・林業の持続的な発展と公益的機能の発揮を図ることが重要です。

・このため、地域の創意工夫を生かし、木材の安定供給を図るための条件整備や
木材利用の拡大・促進、木材産業の体制の整備など川上から川下までの総合的
な取組を行い、林業の成長産業化を実現していくことが重要です。

政策目標
国産材の供給・利用量の増加

（2,400万㎥（平成26年度）→4,000万㎥（平成37年度））

＜主な内容＞
需要に応じた低コストで効率的な木材の生産・供給、木材利用の拡大を実現す

るため、ＣＬＴ等を活用した木造公共建築物の整備等により需要拡大を図るとと
もに、木材加工流通施設、苗木生産施設等の整備、間伐材生産・路網整備などに
ついて、林業の成長産業化の実現に向けて取り組む都道府県等に対して支援しま
す。また、林業の成長産業化の実現に向けて取り組む先進的な地域を選定し、重
点的に育成します。

１．次世代木材生産・供給システム構築事業 1,879,500（2,000,000）千円
用途別の需要に的確に対応できる木材のサプライチェーンを構築する構想に

基づき、川上と川中の事業者が連携し、中間仕分け等の工夫を通じて行う安定
供給の確保や間伐材の供給力の強化のため、路網整備、伐倒・搬出を推進しま
す。

なお、構想を実現するため、事業者が森林・林業再生基盤づくり交付金にお
いて行う木材加工流通施設などの施設整備に関して、交付金配分の算定をする
際に優遇します。

２．森林・林業再生基盤づくり交付金［拡充］ 4,121,071（4,140,633）千円
木材利用の拡大、木材の安定的･効率的な供給、林業の持続的かつ健全な発

展、森林の公益的機能の発揮等を図るために必要な機械施設の整備等について、
地域の自主性・裁量を尊重しつつ、都道府県等に対して一体的に支援します。

①木材利用の拡大
森・人を育むことにつながる木材利用の拡大を図るために次の取組を支援

します。
ア 公共建築物等木材利用促進法に規定する木造公共建築物等の整備



イ 木質バイオマスの供給・利用を促進するための木質ペレット等の木質燃
料製造施設や熱供給用木質バイオマスボイラー等の整備

②木材製品の安定的・効率的な供給体制の構築
需要者ニーズに的確に対応したＣＬＴ等の新たな製品をはじめ地域材の安

定的・効率的な供給体制を構築するため、森林所有者等が広域に連携し、山
側が一体となった供給可能量の拡大等を含めた構想や、山元と地域に根付い
た加工工場、工務店、消費者等の連携による地域循環型の構想の実現に必要
な木材加工流通施設の整備を支援します。

③林業の効率的かつ安定的な経営基盤の確立
効率的な林業経営の確立及び円滑な森林整備・林業生産コストの低減を図

るとともに、林業・山村地域の経済振興及び雇用確保に重要な役割を果たし
ている特用林産物の生産基盤の整備を図るために、次の取組を支援します。
ア 林業の成長産業化に向けた効率的な作業システムを構築するための高性
能林業機械等の導入

イ 林業事業体の雇用の改善・事業の合理化、林業就業者の確保・育成のた
めの取組、認定事業体の確保のための講習会及び林業労働災害防止のため
の研修等

ウ 特用林産物の効率的・低コストな生産を図るためのほだ場等の生産基盤
や生産・加工・流通施設等の整備

④森林保全の推進等［拡充］
森林の有する多面的機能を持続的に発揮していくために必要な次の取組を

支援します。
ア 森林環境教育など継続的な体験活動の場、知識から技術まで林業体験学
習の場となる森林・施設の整備

イ 森林病害虫や野生鳥獣の被害防止による森林資源の保護の推進、林野火
災防止意識の啓発、森林保全推進員の養成等による森林環境の整備・保全

ウ 行政と住民との防災に関する情報共有体制の整備
エ 大規模な山地災害の発生時における都道府県間の協力体制の整備等によ
り地域の防災体制の強化

オ 主伐後の再造林を確実に実施するために、低コスト造林に資するコンテ
ナ苗を大量に供給する苗木生産施設等の整備

３．林業成長産業化地域創出モデル事業［新規］ 1,009,000（－）千円
地域の森林資源の利活用により、多くの雇用や経済価値を生み出す地域を「林

業成長産業化地域」として指定し、地域が提案する明確なビジョンの下でソフ
ト面での対策を支援するとともに、木材加工流通施設などの施設整備を優先的
に採択するなど、重点的な支援を行います。

また、国有林においても民有林と連携した供給先確保等の取組と併せて、Ｉ
ＣＴを活用した森林資源情報の整備技術の実証・普及を行います。

＜交付率＞
定額（１／２、１／３等）

＜事業実施主体＞
国、都道府県、市町村、森林組合、林業者等の組織する団体、木材関連業者等

の組織する団体、森林整備法人等



＜事業実施期間＞
平成２９年度～３３年度（５年間）

担当課：１の事業
（事業構想に関すること） 林野庁計画課（０３－６７４４－２３００）
（路網整備等に関すること）林野庁整備課（０３－６７４４－２３０３）

２の事業 林野庁経営課（０３－３５０２－８０５５）
３の事業 林野庁計画課（０３－６７４４－２３００）


